
 

 

 

 

 

 

 

▶①業種別に見た、従業員数過不足 DI の推移 

右のグラフは中小企業白書 2022にて

業種別に従業員の過不足状況を見たも

のです。2013年第４四半期に全ての業

種で従業員数過不足 DIがマイナスにな

り、その後は人手不足感が高まる傾向

で推移してきました。2020年は新型コ

ロナウイルスの影響で、第２四半期に

は急速に不足感が弱まり、製造業と卸

売業では従業員数過不足 DIがプラスと

なりましたが、足元ではいずれの業種

も従業員数過不足 DIはマイナスとなっ

ています。人手不足を感じる理由は

「新規の人材採用が困難」「従業員の自

発的な離職の増加」「定年や雇用延長期

間満了を迎えた従業員の増加」などが上位を占めています。今後生産年齢人口の減少は加速します

ので人手不足緩和対策は全業種を通じた課題と言えるのではないでしょうか。 

▶②取組事例 

それでは、人手不足緩和の対策として、企業がどのような取組を行っているのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶③対策はお早めに！相談は商工会へ！ 

上記は一例ですので、取組内容は多岐にわたります。自社がどのような取組を行うと良いか、 

何から始めていけば良いか。人手不足感緩和の実行策を商工会と一緒に考えてみませんか？ 

商工会ではこのような相談をお待ちしております。(相談は無料・秘密厳守) 

労務・生産管理等の専門家派遣制度、ぎふ働き方改革推進支援センターや岐阜県中小企業総合人材

確保センター(ジンサポ！ぎふ)と連携し支援を行っていきます。お気軽にお問い合わせください。 

地 域 経 済 動 向 調 査 ＲＥＰＯＲＴ 

池田町商工会 
httpｓ://WWW.gifushoko.or.jp/ikeda/ 

Ｔ Ｅ Ｌ  0585-45-8000 

Ｆ Ａ Ｘ  0585-45-8186 
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 今回は『中小企業の人材雇用・確保』をテーマにレポートします。 

現在多くの事業者が人手不足感の上昇に歯止めがかからない状況とな

っています。人材雇用・確保についてのデータと支援策について記載

しますので、商工会等支援機関へ早めの相談をご検討ください。 

外部調達 

内部調達 

業務見直し 

求人募集時の賃金引き上げ 

中途採用の強化 

定年延長や再雇用での雇用継続 

非正社員から正社員への登用 

業務プロセスの見直し 

従業員への働きがいの付与 
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38.1％ 

28.1％ 

27.1％ 

生産性向上による利益確保 

採用チャネル多様化・労働条件改善 

雇用関係助成金の活用 

IT活用・DX化・設備導入での自働化 

働き方改革への対応 

【取組のテーマ】 【具体的な取組策の一例】 

取組テーマと数値 出典：厚生労働省「令和元年度 労働経済の分析」 



▸全国の小規模企業景気動向調査 

今回は、景況動向を把握するための業況ＤＩを活用しました。業況ＤＩとは、景気が「良い」と答えた企業の 

割合から「悪い」と答えた企業の割合を引いた数値で、０を基準としてプラスの値は景況が上向き傾向の企業割 

合が多いことを示し、マイナス値は景況が下向き傾向の企業割合が多いことを示します。 

本年度第 3四半期における岐阜県産業全体の業況ＤＩは▲14.0でした。前年同期の業況ＤＩが▲27.9と 13.9 

ポイント改善しています。また産業別に全国と比較して

も建設業以外は全国平均を上回っており、早期に景気が

回復していることが窺えます。 

【産業別 DI  岐阜県  全 国 】 

・製造業      2.1   ▲14.6 

・建設業   ▲17.6   ▲17.1 

・小売業   ▲22.7   ▲31.5 

・サービス業 ▲14.6   ▲20.4 

出典：岐阜県商工会連合会「第 174 回中小企業景況調査報告書 景況動向（2022 年 10 月～12 月期）」 

 

▸事業所規模別 平均賃金の推移 ▸ハローワーク別 有効求人倍率の推移 
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岐阜県の有効求人倍率は、県全体として 4か月連続

で 1.6倍を超えており高い水準で推移しています。 

新型コロナウイルスの感染状況がいまだ高い水準で推

移しているものの、社会経済活動の持ち直しを期待し

て企業の求人が増えているものと思われます。 

特に多治見・中津川管内は 2倍を超える月もあり、

当地域における経済の活発化と人材不足が継続してい

ることが窺えます。 

一方で、大垣管内は対前年同月比、3ヵ月連続で減

少となっています。 

今後、原材料高や物価高に伴う雇用状況の変化が雇

用に与える影響に引き続き注意する必要があります。 

［出典：岐阜労働局職業安定部］ 
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対前年で比較すると、従業員 5人以上の事業所

においては、4％以上の伸びを示しています。従業

員 30 人以上では、11 月を除き 3％以上の賃金の

伸びが見てとれます。 

岐阜県では、比較的小規模な企業を含む労働者

5～29 人(5 人以上と表記)の賃金の伸び率が、従

業員 30 人以上に比べて高く、人材確保に向けた

配慮が窺えます。 

なお直近データの R4.11月の特別に支払われ

た賃金を含む平均現金給与総額は、 

従業員 5人以上：268,970円 

従業員 30人以上：300,928円 

となっています。 

［出典：岐阜県統計情報 毎月勤労統計調査］ 
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